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はじめに －2040年の姿－  
 

１．2040年という時代 

○ 2040年という年は、本年（平成30（2018）年）に生まれた子供たちが、現在と同じ

教育制度が存続していると仮定すると、大学の学部段階を卒業するタイミングとなる

年である。 

 

○  2040年を迎えるとき、我が国が世界の中で、どういう役割を果たすことができるの

か、という観点は、我が国の高等教育の将来像を考える上で、その展望を踏まえてお

くことは重要である。これまで我が国は、教育の力で人材と知的な財産を生み出し、

世界の中で活躍の機会を得てきたと言える。現在、我が国は、課題先進国として、世

界の国々が今後直面する課題にいち早く対応していく必要に迫られている。成熟社会

を迎える中で、直面する課題を解決することができるのは「知識」とそれを組み合わ

せて生み出す「新しい知」である。その基盤となり得るのが教育であり、特に高等教

育については、我が国の社会や経済を支えることのみならず、世界が直面する課題へ

の解決にいかに貢献できるかという観点が重要である。 

 

（2040年頃の社会変化の方向） 

○ 現在、国連をはじめ、様々な立場から、将来社会の予測や、あるべき社会の実現に向

けての議論と努力が始まっている。そのいくつかの議論を整理すると、2040年の社会変

化の方向の一端は、以下のように示すことができる。 

 

■ SDGsが目指す社会 ■  

国連が提唱する持続可能な開発のための目標（SDGs）は、「"誰ひとり取り残さ

ない" No one will be left behind」という考え方の下、貧困に終止符を打ち、

地球を保護し、全ての人が平和と豊かさを享受できる社会を目指している。この

ような目標に基づく行動により、 

・ 全ての人の人権が尊重され、平等に、潜在能力を発揮でき豊かで充実した

生活を送れるようになること、 

・ 自然と調和する経済、社会、技術の進展が確保されていること、公正で、

恐怖と暴力のない、インクルーシブな世界を実現し、平和を希求すること、 

・ 貧困と飢餓を終わらせ、ジェンダー平等を達成し、全ての人に教育、水と

衛生、健康的な生活が保障されていること、 
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・ 責任ある消費と生産、天然資源の持続可能な管理、気候変動への緊急な対

応などを通して、地球の環境が守られていること、 

が実現されることが目標とされている。 

また、SDGsで掲げられている課題に関して、自らの問題として捉え、身近なと

ころから取り組む（think globally, act locally）ことにより、それらの課題の

解決につながる新たな価値観や行動を生み出し、持続可能な社会を創造していく

ことを目指す学習や活動である「持続可能な開発のための教育（ESD）」も行われ

ている。SDGsを達成するためのESDの推進と、SDGsの目標達成と相まって、全て

の人が必要な教育を受け、その能力を最大限に発揮する社会の到来が期待され

る。 

 

■ Society5.0、第4次産業革命が目指す社会 ■ 

第4次産業革命ともいわれる、人工知能（AI）、ビッグデータ、Internet of 

Things（IoT）、ロボティクス等の先端技術が高度化してあらゆる産業や社会生活

に取り入れられ、社会の在り方そのものが大きく変化する超スマート社会

（Society5.0）の到来が予想されている。また、人工知能が人間の能力をはるか

に超えていく（シンギュラリティ（技術特異点））のではないかという意見もある

1。他方、一部の企業や国がデータの囲い込みや独占を図る「データ覇権主義」、寡

占化により、経済社会システムの健全な発展が阻害される懸念も指摘されてい

る。既に様々な分野で、AIやIoT、ロボットといった共通基盤技術と、産業コア

技術、関連データの多様な組合せ（※）により、革新的な製品・サービスが生ま

れてきており、今後も急速に技術開発が進んでいくと考えられる。これらの技術

革新は、AIやロボットによる職業代替可能性を各段に高め、仕事の仕方や身に付

けておくべきスキルや能力を現在想定されているものから大きく変化させていく

ことが予想される。資本集約型・労働集約型経済から、知識集約型経済へと移行

する中で、現時点では、想像もつかない仕事に従事していくことも予想され、幅

広い知識をもとに、新しいアイデアや構想を生み出せる力が強みとなる。また、

AIが持ちえない人間だからこその能力としての創造性やコミュニケーション能力

はさらに重要となる。 
 

（※）共通基盤技術、産業コア技術、関連データの組合せの例 

AI × 運転技術 × カメラデータ ＝ 自動運転 

                                                      
1 レイ・カーツワイル博士により提唱された「未来予測の概念」 
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AI × ゲノム編集等 × 生物データ ＝ 新規創薬等 

 

■ 人生100年時代を迎える社会 ■ 

健康寿命が世界一の長寿社会を迎え、平成19（2007）年に日本で生まれた子供

は107歳まで生きる確率が50%もあると言われている。こうした人生100年時代に

おいては、人々は、「教育・仕事・老後」という３ステージの単線型の人生ではな

く、マルチステージの人生を送るようになり、高齢者から若者まで、全ての国民

に活躍の場がある社会となることが予想される。全ての人が元気に活躍し続けら

れる社会、安心して暮らすことのできる社会の実現が必要であり、幼児教育から

小・中・高等学校教育、高等教育、さらには社会人の学び直しに至るまで、生涯

を通じて切れ目なく、質の高い教育を用意し、いつでも有用なスキルや知識、必

要な能力を身に付けられる学び直しの場が提供されていることが予想される。 

 

■ グローバリゼーションが進んだ社会 ■ 

社会・経済・科学技術等の在り方が地球規模で連動する、広範で構造的な変容

がグローバリゼーションであり、人の国際的な移動の爆発的拡大、情報通信技術

の劇的な進歩、社会経済のグローバル化が加速している。他方、グローバリゼー

ションが進む時に、各国は独自の社会の在り方、文化の在り方などのローカリゼ

ーションの動きも活発化することも想定される。グローバリゼーションは、社会

の標準化に進む動きともいえるが、標準化のみでは、いずれ、進歩が止まり、停

滞が訪れることも危惧される。ローカリゼーションの多様化が加味されることに

よって、バランスの良い標準化と多様化が進むことが期待される。 

我が国の人の移動、流動性は、他国と比べて低いとはいえ、訪日外国人や就労

するために来日する人材の増加なども見られる。今後、留学生の受入れ拡大を含

めた海外からの人材の積極的な受入れが更に進めば、社会の様々なシステムが、

多様性を踏まえたものとして構築されていくとともに、我が国の文化や社会のこ

れまでの在り方の良さが調和した社会に発展していくことが期待される。 

 

■ 地方創生が目指す社会 ■ 

我が国の総人口は、平成20（2008）年の1億2,808万人をピークに減少し始め

ており、国立社会保障・人口問題研究所の出生中位・死亡中位推計（平成29年推

計）によれば、2040年には1億1,092万人となる。出生数は、年間100万人を下

回っており、平成29（2017）年には94万人まで減少し、2040年には74万人程度
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になると見込まれている。高齢化は、三大都市圏を中心に急速に進行し、平成27

（2015）年に3,387万人であった高齢者人口（65歳以上）は、2042年に3,935万

人（高齢化率36.1％）でピークを迎える見込みである2。 

また、地方からの人口流出がこのまま続くと、「若年女性（20～39 歳）」が

2040 年までに50％以上減少する市町村が896（全体の49.8％）に上ると推計され

る。これらの市町村は、いくら出生率が上がっても将来的には消滅するおそれが

高いとされている3。 

他方、AI、IoT技術、ビッグデータの活用により、産業・社会構造が資本集約

型から知識集約型にシフトしつつある。このことは、地方の産業にとっては、そ

の地域の中で生産性の向上、高付加価値化が可能となるということであり、都市

ではなく地域が産業の拠点となる可能性も高まるとも言える。農業、医療・ヘル

スケア、防災、インフラの維持管理など第１次産業分野から第３次産業分野まで

あらゆる産業分野でデータ活用による高付加価値が進むことにより、全国各地に

おいて地方のポテンシャルを引き出すことが期待される。地方創生が実現すべき

社会は、「個人の価値観を尊重する生活環境を提供できる社会」である。都市に出

なければ教育機関や働く場所がないということではなく、生まれ育った地域で、

個人の価値観を尊重して生活し、その地域を豊かなものにしていくための継続的

な営みができる社会の実現が期待される。 

 

２．2040年の高等教育の状況と展望 

（高等教育をめぐる国内外の状況） 

○ 世界の高等教育は、国内の教育機会の提供の段階から、近隣諸国を含めた域内の教育

機会の提供の段階を経て、高等教育がまだ充実していない地域での教育機会の提供の

段階、そして、MOOCs（Massive Open Online Course：大規模公開オンライン講座）を

はじめとするオンラインでの教育機会の提供へと高等教育の在り方の多様化が進み、

広がりを見せている。この変化を踏まえれば、高等教育システムは、国、地域を越え

て展開される「オープン」な時代を迎えていると言える。 

この動きには、国際政治・経済の多極化などの地政学的な状況の変化の中での高等教

育の位置付け、科学・技術・イノベーションにおける国際的な状況の変化、学生の国

                                                      
2 「自治体戦略 2040 構想研究会第一次報告～人口減少化において満足度の高い人生と人間を尊重する社会をどう構築する

か～」（自治体構想研究会 平成30 年 4 月） 
3 「ストップ少子化・地方元気戦略」（日本創成会議・人口減少問題検討分科会 平成 26 年 5 月 8 日） 
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際移動の構造・バランスの変化、各国における教育・研究費負担の変化なども大きく

影響している。 

 

（「競争」から「共創」「協創」へ） 

○ 国境を越えた大学間競争は、世界大学ランキング等の影響もあり激化しており、国家

の資源投入競争なども背景に国家を巻き込んだ競争に発展している。他方、大学の国

際アライアンスや、高等教育システムの調和を基礎として、高等教育の国際協力も進

展している。既に人類が抱える課題は国境を越えたものとなっており、人類の普遍の

価値を常に生み出し、提供し続ける高等教育を維持・発展させるためには、質を向上

させるための切磋琢磨は必要であるが、国内外で機関ごとにただ「競争」するのでは

なく、課題解決等に協力して当たるための人的、物的資源の共有化による「共創」「協

創」へと発想を転換していく必要がある。特に、我が国のような課題先進国の高等教

育機関が世界的課題解決に貢献することは重要であり、この貢献が各国との安定的な

関係の構築にも資するという意識を持つことが必要である。 

 

３．2040年に向けた高等教育の課題と方向性 

○ 2040年に向けた高等教育の課題と方向性を、日本における高等教育と、学修者及び

社会の新しい関係の再構築という前提で、以下のような視点から整理を試みた。その

際、高等教育は、予測困難時代に自らの能力を最大限に発揮し、社会と世界に貢献し

ていくため、学修者にとっての「知識の共通基盤」を作るという視点に立ち、「何を学

び、身に付けることができるのか」を中軸に据えた高等教育への転換を引き続き図っ

ていく必要があること4。また、個々の教員の教育手法や研究を中心にシステムが構築

されるのではなく、学修者の「主体的な学び」の質を高めるシステムを構築していく

ために、高等教育機関内のガバナンスも、組織や教員を中心とするのではなく、学修

者にとっての高等教育機関としての在り方に転換されていく必要があること。加え

て、一つの機関での固定化された学びではなく、学修者が生涯学び続けられるための

多様な仕組みと流動性を高める方策が必要であることを強調しておきたい。 

 

 

 

 

                                                      
4 「学士課程教育の構築に向けて」（中央教育審議会答申 平成 20 年 12 月）、「新たな未来を築くための大学教育の質的転

換に向けて」（中央教育審議会答申 平成 24 年 8 月） 
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■ 21世紀を生きるための「学び」をどう考えるか ■ 

資質や能力の在り方については、OECDにおけるキー・コンピテンシー5の議論

や、問題発見・解決能力、21世紀型スキルなど、これまで多くの提言が国内外で

なされてきた。例えば、OECDが提唱する キー・コンピテンシーは、①社会・文化

的、技術的ツールを相互作用的に活用する能力（個人と社会との相互関係）、②多

様な社会グループにおける人間関係形成能力（自己と他者との相互関係）、③自律

的に行動する能力（個人の自律性と主体性）である。  

その背景には、①テクノロジーが急速かつ継続的に変化しており、これを使い

こなすためには、一回修得すれば終わりというものではなく、変化への適応力が

必要になること、②社会は個人間の相互依存を深めつつ、より複雑化・個別化し

ていることから、自らとは異なる文化等を持った他者との接触が増大すること。 

③グローバリズムは新しい形の相互依存を創出しており、人間の行動は、個人の

属する地域や国をはるかに越え、例えば経済競争や環境問題に左右されることが

あることとされている6。 

また、OECDにおける議論はさらに進められており、2015年からEducation2030

プロジェクトが進められてきた。この議論の中では、キー・コンピテンシーに立

脚して、さらに３つのコンピテンシーを「変革を起こす力のあるコンピテンシ

ー」として特定している。これらは、これからの人材が革新的で、責任感があ

り、自覚的であるべきというニーズに対応するものであり、新たな価値を創造す

る力、対立やジレンマを克服する力、責任ある行動をとる力が新しいコンピテン

シーとして掲げられている。 

このような観点も踏まえて、高等教育の在り方を考えた場合には、文系・理系

の区別に捉われず、新たなリテラシーにも対応した一般教育・共通教育とそれを

基礎とした専門教育が行われること、分野を越えて専門知や技能を組み合わせる

実践力を培う教育が行われること、卓越した才能を見出し大いに伸長する教育が

行われることが必要である。 

 

 

                                                      
5 「コンピテンシー（能力）」とは、単なる知識や技能だけではなく、技能や態度を含む様々な心理的・社会的なリソース

を活用して、特定の文脈の中で複雑な要求（課題）に対応することができる力。 
「キー・コンピテンシー」とは、日常生活のあらゆる場面で必要なコンピテンシーを全て列挙するのではなく、コンピ
テンシーの中で、特に、①人生の成功や社会にとって有益、②様々な文脈の中でも重要な要求（課題）に対応対尾する
ために必要、③特定の専門家ではなく全ての個人にとって重要、といった性質を持つとして選択されたもの。 

6 平成 18 年 9 月 15 日 初等中等教育分科会教育課程部会教育課程企画特別部会 第 15 回資料 
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■ 初等中等教育からの接続と多様性をどう考えるか ■ 

初等中等教育段階における、2030年以降の社会の在り方を見据えた育成を目指

す資質・能力については、「何を理解しているか、何ができるか（生きて働く『知

識・技能』の習得」、「理解していること・できることをどう使うか（未知の状況

にも対応できる『思考力・判断力・表現力』等の育成）」、「どのように社会・世界

と関わり、よりよい人生を送るか（学びを人生や社会に生かそうとする『学びに

向かう力・人間性等』の涵養」という三つの柱で確実に育成するため、新学習指

導要領の周知・徹底及び着実な実施を進めることとしている。具体的には、学校

教育を通じて育てたい子供たちの姿として、 

・ 社会的・職業的に自立した人間として、我が国や郷土が育んできた伝統や

文化に立脚した広い視野を持ち、理想を実現しようとする高い志や意欲を持

って、主体的に学びに向かい、必要な情報を判断し、自ら知識を深めて個性

や能力を伸ばし、人生を切り拓いていくことができること、 

・ 対話や議論を通じて、自分の考えを根拠とともに伝えるとともに、他者の

考えを理解し、自分の考えを広げ深めたり、集団としての考えを発展させた

り、他者への思いやりを持って多様な人々と協働したりしていくことができ

ること、 

・ 変化の激しい社会の中でも、感性を豊かに働かせながら、よりよい人生や

社会の在り方を考え、試行錯誤しながら問題を発見・解決し、新たな価値を

創造していくとともに、新たな問題の発見・解決につなげていくことができ

ること、 

を掲げている。 

さらに、学校を変化する社会の中に位置付け、学校教育の中核となる教育課程

について、より良い学校教育を通じてより良い社会を創るという目標を学校と社

会とが共有し、それぞれの学校において、必要な教育内容をどのように学び、ど

のような資質・能力を身に付けられるようにするのかを明確にしながら、社会と

の連携・協働によりその実現を図っていくという「社会に開かれた教育課程」を

目指すべき理念として位置付けることとしている7。 

これらの資質・能力は、小･中学校、高等学校、高等教育段階と、段階的に育成

されていくものであり、学校段階が進むにつれ、社会において自律的に生きると

                                                      
7 「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び必要な方策等について」（中央教育

審議会答申 平成 28 年 12 月 28 日） 
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ともに国家及び社会の形成者として必要とされる資質・能力を育成するため、社

会とのより密接な関係を意識した学習が求められるようになる。 

こうしたことを踏まえ、高等学校教育で育成を目指す資質・能力を前提に、ア

ドミッションやその後の高等教育にどう生かしていくかという高大接続の観点

と、入学段階からいかに入学者の能力を伸ばすかという観点で高等教育における

「学び」を再構築することが重要である。 

 

■ 高等教育の新たな役割をどう考えるか ■ 

18歳で入学する伝統的な学生だけでなく、多様な年齢層の学生の多様なニーズ

に応える人生100年時代におけるリカレント教育を通じ、高等教育があらゆる世

代のための教育及び研究の「知識の共通基盤」となること、また、国連のアカデ

ミック・インパクト8で提唱されている「原則４：高等教育に必要とされるスキ

ル、知識を習得する機会を全ての人に提供する」ことについて、日本の高等教育

の海外展開も含め、国内外に必要な教育を提供すること、我が国全体で活力ある

社会をどう創出するかいう観点から地方創生、地域を支える人材育成を行うため

の教育を行っていくことも含め、高等教育機関が高等教育という役割を越えて、

地域社会の核となり、教育及び研究の知識基盤のプラットフォームという役割を

                                                      
8 国連広報局(DPI)のアウトリーチ部が担当するプログラム。対象は学位を授与する全ての高等教育機関、またはそれに
相当する実質的な研究を行っている機関で、プログラムの枠組みは以下の通り。 

• 世界各国の高等教育機関同士の連携、また、教育機関と国連との連携を促す 
• ミレニアム開発目標(MDGs)をはじめとする、国連に委託された業務・活動に、教育機関がコミットできる仕組

みを提供する 
• 国連に委託された業務・活動に関する意見や提案の連絡窓口の役割を担う 
• 国連に委託された業務・活動に関するプログラム、プロジェクト、イニシアチブに対する教育機関の直接的な関

与を促す 
アカデミック・インパクトは、以下の 10 原則を支持し促進させるというコミットメントによって成り立つ。 

原則 1：国連憲章の原則を推進し、実現する 
原則 2：探求、意見、演説の自由を認める 
原則 3：性別、人種、宗教、民族を問わず、全ての人に教育の機会を提供する 
原則 4：高等教育に必要とされるスキル、知識を習得する機会を全ての人に提供する 
原則 5：世界各国の高等教育制度において、能力を育成する 
原則 6：人々の国際市民としての意識を高める 
原則 7：平和、紛争解決を促す 
原則 8：貧困問題に取り組む 
原則 9：持続可能性を推進する 
原則 10：異文化間の対話や相互理解を促進し、不寛容を取り除く 
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担い、日本のこれから、地域のこれからを創るという新たな役割を再構築してい

くこと、が必要である。 

 

■ 高等教育に対する社会からの関与・理解と支援をどう考えるか ■ 

（高等教育と社会との関係） 

大学は、教育と研究を一体不可分として、その機能を果たしており、そのため

の組織が整備され、ガバナンス、資源配分が行われ、これにより「知識の共通基

盤」として社会を支えている。その活動が、現在の社会を支え、また未来の社会

を創出するために貢献していくことは重要であり、そのためには、活動をいかに

社会に発信し、透明性確保と説明責任を果たしていくことが必要である。 

「学問の自由」及び「大学の自治」とは、大学における学問の研究とその成果

の教授及び発表が自由かつ民主的に行われることを保障するため、教育研究に関

する大学の自主性を尊重する制度と慣行であり、国際的にも同様の考え方は高等

教育に根幹を支える概念となっている。つまり、憲法で保障されている「学問の

自由（Academic Freedom）」は大学と教員・研究者に蓄積された知識に基づいた

研究とその教授の自由であり、大学の自治は、その自由を保障するためものであ

る。その教育研究の自由が保障されていることが、新しい「知」を生み出し、国

力の源泉となる根幹を支えていることを再確認しておく必要がある。そのうえ

で、高等教育は、我が国のみならず世界が抱える課題に教育と研究を通じて真摯

に向き合い、新たな社会・経済システム等の提案をしていくこと、その成果を社

会に還元することを通じて、社会からの評価と支援を得るという好循環を形成す

ることにより、「知識の共通基盤」としての機能を継続的に発展させていくことが

重要である。そのためにも、高等教育システムそのもの、そして、高等教育機関

の「建学の精神」や「ミッション」は時代の変化の中で、変わるべきものと変わ

らないものがあることを改めて意識し、高等教育機関自らが、「建学の精神」や

「ミッション」、教育研究についての説明責任を果たしていくこと、さらにはその

「強み」と「特色」を社会に分かりやすく発信していくことが重要である。 

 

  （質保証の在り方の見直し） 

多様な学生が学ぶキャンパスを実現していくためには、伝統的な18歳の学

生、留学生、社会人等、多様で幅広い年齢層の学生が学ぶ環境を整えていくこと

が必要である。その際には、魅力的な高等教育を提供するとともに、我が国の高

等教育の質が保証されていることを国内外で認知されることが重要であり、保証
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すべき質とは何かを改めて検討することも含め、現在の設置認可から認証評価、

組織を中心とした質保証の在り方を見直す必要がある。 

 

  （産業界との協力・連携） 

日本型雇用は高等教育の変化の足かせともなっていると言われている新卒一括

採用や年功序列などのこれまでの雇用慣行を見直す動きが見え始めている中、こ

れらの動きは、高等教育の変化の大きな後押しになる。しかしながら、労働集約

型経済から知識集約型経済への転換を真剣に考えていく際に、高等教育と産業界

等との協力関係は欠かせない。経済・社会の発展をもたらす高等教育の在り方に

ついて、人材を育成する側と人材を活用する側で議論と理解を深めていく必要が

ある。その際、今後さらに重要性の増すリカレント教育については、知識の最新

化や新たな知識を学ぶことのみならず、多様な学生が相互に学び合うことを実現

するために、産業界の雇用の在り方、働き方改革と、高等教育が提供する学びの

マッチングが必要不可欠である。また、これまで述べてきたような新しい役割を

再構築するためにも、大学内外の資源を有効活用していくことは重要であり、ガ

バナンスにおいても、教育研究の充実においても、学外の協力を得ていくための

産業界等との協力関係、連携関係を充実していく必要がある。 

 

  （高等教育への投資と還元の好循環） 

高等教育への投資に関しては、公的な支援、民間からの投資と社会からの寄附

等の支援、個人負担のバランスの在り方について、教育投資に対しての投資効果

をどう得たかという観点から再整理をしていく必要がある。公的な支援は税収増

及び有形無形の財産としてその投資を回収することができ、個人や組織もまた所

得や収益としてその投資を回収することができる。人口減少期において、一人一

人の能力と可能性の最大化が国力の源と位置付けるのであれば、投資効果を最大

化する形で、公的支援が投入されるべきである。他方、社会のあらゆるセクター

が、育成された人材がもたらす経済効果を享受する。その際、その経済効果を人

材育成に還元する方策とその好循環を創出していくことが必要である。 

 

■ 2040年の18歳人口減にどう向き合うか ■ 

本部会が行った推計によれば、2040年には、18歳人口は約88万人に減少し、

大学進学者数は、約51万人と予想される。その際、できるだけ多くの学生が進学

し、また、一旦社会に出た後にも学びを継続するために、魅力的な高等教育を提
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供していくことが必要と考える。2040年までの間は、国公私の役割分担の整理、

多様な学生が集まる環境創出のための集約も含めた地域における高等教育機関間

の連携、高等教育の質の保証等の方策を着実に実現させていてく必要があるが、

2040年には、「知」の重要性がさらに高まる時代を迎える中、我が国の知的基盤と

しての高等教育の重要性を踏まえ、国立・公立・私立という設置形態に着目した

政策よりも、国公私を通じ、「公共財」としての高等教育という視点での政策がよ

り重要になるべきである。また、我が国と世界の社会と高等教育に、それぞれの

高等教育機関がどう貢献していくかという視点が、高等教育関係者の中で意識さ

れていくことが重要である。 

 

（これまでの中央教育審議会で議論の経緯） 

○ 平成17（2005）年の中央教育審議会答申「我が国の高等教育の将来像」（以下「将来

像答申」という。）から12年が経過した。将来像答申では、18歳人口急増期の昭和50

（1975）年度から概ね５年おきに作成されてきた「高等教育計画」について振り返

り、「主として18歳人口の増減に依拠して高等教育規模を想定しつつ需給調整を図る

といった、右肩上がりの成長期に採られてきた政策はその使命を終えるものと考えら

れる」とした。その上で、今後の高等教育政策の在り方について、「高等教育計画の策

定と各種規制」の時代から「将来像の提示と政策誘導」の時代への移行という大きな

方向性を示すとともに、大学が有する7つの機能（※）を示し、各々の大学は、自ら

の選択に基づき、これらの機能の一部分を併有し、保有する幾つかの機能の間の比重

の置き方の違いに基づいて、緩やかに機能別に分化していくという、将来像を描い

た。 
 

（※）大学が併有する各種の機能の例 

１．世界的研究・教育拠点、２．高度専門職業人養成、３．幅広い職業人養

成、４．総合的教養教育、５．特定の専門的分野（芸術、体育等）の教育・研

究、６．地域の生涯学習機会の拠点、７．社会貢献機能（地域貢献、産学官連

携、国際交流等） 

 

○ この答申を受けて、例えば、国立大学についてはミッションの再定義を行って、自ら

の機能強化の方向性を明確にするなど、各大学においては、自らの選択により、世界

的な教育研究、専門分野の強化、地域貢献、産学連携、グローバル化などそれぞれの

大学が持つ強み・特色に応じた機能強化を図る努力を重ねてきた。また、平成26
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（2014）年には、学校教育法、国立大学法人法、私立学校法が改正され、大学のガバ

ナンス改革が進められてきている。 

 

○ 2040年を見据えた高等教育の将来像を描く際、「将来像の提示と政策誘導」の方向性

は変わらない。その点を踏まえ、ここまで述べてきたような社会の変化を考慮し、高

等教育が新しい展開を進めていくために、我が国の高等教育が国内外に対して果たし

ていくべき役割の再構築、初等中等教育からの接続も含めた教育の質の向上、予測不

能な未来を切り拓いていく学修者を支える視点に立ったガバナンスと情報公表の徹底

が不可欠である。また、高等教育の将来像を国が示すだけではなく、それぞれの地域

において、高等教育機関が産業界や地域を巻き込んで、それぞれの将来像が議論され

るべき時代を迎えている。その後、それぞれの「強み」を活かした上での連携・統合

や規模の設定を、その地域の実情地方創生や人材養成の観点を踏まえて、産業界や地

方公共団体との連携の中で検討していくことが必要である。 

 

○ 2040年頃を見据えた高等教育の将来像を描くため、本部会においては、様々な大学

関係者その他の有識者からヒアリングを行い、11回の審議を重ね、昨年末には「今後

の高等教育の将来像の提示に向けた論点整理」を取りまとめたところである。論点整

理以降も○回（委員懇談会１回）の審議を実施し、議論が深まり、方向性が定まった

事項を中心に、現時点で「中間まとめ」を整理することとした。本年秋の答申に向け

て引き続き精力的に議論を重ねることとしたい。 
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１．社会の変化に対応できる人材とその成長の場となる高等教育  
 

○ 「はじめに」で記載したとおり、世界や日本社会全体の構造が大きく変化する中

で、AI時代、グローバル時代に生きていく学修者に対し、学修者を主体とし、「個々人

の強みを最大限に活かすことを可能とする教育」を行っていくことが必要である。そ

の際には、Society5.0の進展にあわせて、オンラインを最大限に活用した教育への転

換も求められる。 

 

○ 高等教育が「個々人の強みを最大限に活かすことを可能とする教育」に転換すること

は、次のような変化を伴うものとなることが期待される。 

・ 「何を教えたか」から、「何を学び、身に付けることができたのか」への転換が

更に求められる。 

・ 「何を学び、身に付けることができたのか」という点が重要になれば、教育課程

の編成は教員が教えたい内容ではなく、学修者が社会に出て活躍していく際に、

自らが学んで身に付けたことが社会に対し説明し納得が得られる体系的な内容で

あることが必要となる。 

・ 学修の評価についても、学年ごとの期末試験での評価で、学生が一斉に進級・卒

業するという学年主義的・形式的なシステムではなく、個々人の学修の達成状況が

より可視化されることが必要となる。 

・ 「何を学び、身に付けることができたのか」という点が重要となれば、18歳で

入学した高等教育機関での学びの期間を超えて、社会の進展に伴いさらに必要とな

った知識や技能を身に付けるべく生涯学び続ける体系への移行が進み、リカレント

教育の仕組みがより重要となる。 

 

○ また、高等教育機関が、「個々人の強みを最大限に活かすことを可能とする教育」と

正面から向き合うためには、 

・学生や教員の多様性を確保し、自らとは異なった文化等を持った他者との出会いを

通じて切磋琢磨できる環境の整備 

・個々人の強みを最大限に活かすための多様で質の高い「個」に応じた教育プログラ

ムの提供 

・多様性を確保するための大学内、大学を越えた多様な人材、資源の結集と、そのた

めのガバナンス改革 
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が必要である。そのための具体的な制度改正等の方策については、「２．高等教育機関

の教育研究体制」で述べる。 

 

（社会の変化に対応するために獲得すべき能力） 

○ 社会の変化に対応するために獲得すべき能力については、戦後、それぞれの時代に

おける中央教育審議会答申等において示されてきたが、いつの時代にも、その中核的

な部分には、基礎的で普遍的な知的技能が置かれている。論理性や批判的思考力、広

い視野、コミュニケーション能力や他者との共生の力などは、社会が変化しても陳腐

化しない普遍的なスキル、リテラシーであり、新たな価値が生まれてはすぐに古くな

っていく現代においても必要不可欠な能力である。 
 

（※）「各専攻分野を通じて培う学士力～学士課程共通の学習成果に関する参考指針

～」 

（平成20年12月24日 中央教育審議会答申「学士課程教育の構築に向けて」） 

（1）知識・理解、（2）汎用的技能、（3）態度・志向性、（4）統合的な学習経験と

創造的思考力 

 

○ こうした能力は、「学士課程教育の構築に向けて」でも示されているとおり、いわゆ

る一般教育・共通教育と専門教育の双方を通じて、また、学生の自主的活動等も含む

教育活動全体を通して育成されていくものである。 

 

○ その際、上記のように学術研究においても産業社会においても、分野を越えた専門

知の組合せが必要とされる時代においては、一般教育・共通教育においても従来の学

部・研究科等の組織の枠を越えた幅広い分野から文理横断的なカリキュラムが必要と

なるとともに、専門教育においても従来の専攻を越えた幅広くかつ深いレベルの教育

が求められる。 

これにより、専攻分野についての専門性を有するだけでなく、幅広い教養を身に付

け、高い公共性・倫理性を保持しつつ、時代の変化に合わせて積極的に社会を支え、

あるいは社会を改善していく資質を有する人材、すなわち「21世紀型市民（「将来像答

申」より）」を育成することができる。 

 

○ 専門教育については、専門知の組合せの種類が大幅に増えることを踏まえ、主専

攻・副専攻制の活用などにより学生の学修の幅を広げるようなカリキュラムの工夫が
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求められる。また、近年においては、産業界においても、新しい事業開発や国際化の

進展の中で、いわゆるジェネラリストではなく、高度な専門知識を持ちつつ普遍的な

見方のできる高度な知のプロフェッショナルと具体的な業務の専門化に対応できる専

門的なスキル・知識を持った双方の人材育成が求められる。 

 

○ 今後は、基礎的で普遍的な知的技能に加えて、世界に先駆けて「超スマート社会」

の実現（Society5.0）に向けて、我が国の産業活動を活性化させるために、数理・デ

ータサイエンス等の基礎的な素養を持ち、正しく多量のデータを扱い、新たな価値を

創造する人材育成が急務になっている。数理・データサイエンス等の基盤的リテラシ

ーを大学で文理を越えて共通に身に付けさせることが必要である。 

 

○ なお、産業社会の変化が激しい中で、必要とされる専門教育を大学において効果的

に実践していくためには、教育内容も柔軟に変更していく仕組みとすることが必要で

ある。学部・学科ごとに、修得するべき知識、能力の達成目標を明確にしてカリキュ

ラムを構築するとともに、その効果を測定する仕組みを開発し、特に職業実践的な科

目に関しては、卒業生を受け入れる産業界とも協議しつつ、カリキュラムを修正する

サイクルを恒常的に回していくことが必要である。 

 

○ 特に、Society5.0に向けた人材育成においては、変化に応じた教育、社会が変化し

ても陳腐化しない普遍的な能力等の教育、技術革新が進む中でこそ必要となる哲学、

感性を育む教育等が重要である。 
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２．高等教育機関の教育研究体制  
 

○ 個々人の強みが最大限に活かされ、AI時代やグローバル時代を生きていく能力を獲

得するためには、高等教育は多様な価値観を持つ多様な人材が集まることにより新た

な価値が創造される場になることが必要である。 

 

○ 「多様な価値観が集まるキャンパス」となるためには、従来の大学や学部・学科に

おける教員の「自前主義（学内出身者を中心とした教育研究体制）」や「18歳中心主義

（18歳で入学してくる学生を中心とした教育体制）」から脱却し、学部・学科を越え、

大学を越えた人的資源の共有を通して、「多様な教員」による多様な教育研究分野の提

供、「多様な学生」を受け入れられる体制の整備が必要である。 

こうした「多様な価値観が集まるキャンパス」から、個々人の特性を伸ばすための

「多様で質の高い教育プログラム」を提供することができるよう、既存の制度の見直

しも必要である。 

加えて、「多様性を受け止めるガバナンス」の在り方を検討していくことが必要であ

る。 

 

○ また、高等教育機関が「多様性」を発揮するためには、各大学は自らの強みや特色

を意識して、自大学の発展の方向性の明確化や他大学との連携推進など、「強み」を

強化していくことが必要である。 

 

○ なお、高等教育機関で学ぶ学生や、教育研究を行う教員は、組織に縛られることな

く、その「流動性」を確保していくことが重要である。 

 

○ こうした観点から、将来の高等教育機関の教育研究体制について検討すべき事項を

以下のように整理することができる。 

 

（多様な教員） 

○ 今後は、学部・研究科等の組織の枠を越えて教員が共同で教育研究を行えるような

仕組みを構築するとともに、学外資源の活用という観点から実務家や、多様な視点か

らの教育研究という観点から若手、女性、外国籍など様々な人材が教員として登用で

きるような制度等の在り方を検討する必要がある。 
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また、人的資源の活用という観点から、エフォート管理を明確にした上で、クロス

アポイントメント制度等を各大学が積極的に活用していくことも求められている。 

 

＜具体的な方策＞ 
学部、研究科等の組織の枠を越えて学位プログラムの実現   

○  大学には、教員と学生が所属する学部等の組織を置くこととされているが、大学

が機動性を発揮して学部横断的な教育に積極的に取り組むことができるよう「学

部、研究科等の組織の枠を越えた学位プログラム」を新たな類型として設置可能と

する。 
 

○ 特に工学分野において、学部等全体で教員編制や学生の定員管理を行い、複数の

専攻分野を組み合わせた教育課程の編成を促進するための制度改正を先行して実施

する。 

 
多様なバックグラウンドの教員の採用と質保証 

○ 地域、企業等と有機的に連携した実践的な教育の更なる充実に向けて、実務経験

のある教員を上乗せで配置することができる旨を改めて提示するなど、実務経験の

ある教員の採用を促進する方策を検討する。 
 

○ また、実務経験のある教員で一定以上の担当授業科目を持つ場合は、教育課程の

編成に責任を負う者とするよう努めることとするなど、カリキュラム改善のプロセ

スに学外の人的資源を参画させることを促す。 
 

○ 教員経験はなくとも豊富な知識や技術、実務経験を有する人材向けの研修プログ

ラムを開発・実施することにより質の高い実務家教員の確保を図るとともに、当該

研修修了者の大学等へのマッチングを行う仕組みを構築する。また、実務経験のあ

る家教員に対する体系的なファカルティ・ディベロップメント（FD）の実施の在り

方等を検討する。  

 

 

（多様な学生） 

○ 今後は、日本人が18歳で入学するという従来のモデルから脱却し、社会人や留学生

を積極的に受け入れる体質転換を進める必要がある。 

また、インクルーシブ教育を実現するため、障害のある学生が学ぶ環境を整えること

も必要である。 

 

○ 人生100年時代においては、教育、仕事雇用、老後退職後という伝統的な３ステー

ジの人生モデルから、マルチステージのモデルに変わっていくという予測もある。人
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生の様々な段階で新たな生き方を模索していく時代になれば、高等教育機関には多様

な年齢層の多様なニーズを持った学生に教育できる体制が必要となり、リカレント教

育の重要性が増していくこととなる。リカレント教育については、リカレント・プロ

グラムの供給数、実践的な教育を行える人材の確保、受講しやすい環境の整備などが

課題となっており、今後は、産業界等と緊密に連携した上で実践・専門的なリカレン

ト・プログラムを開発するなどの取組が求められている。 

また、その際、産業界を含む社会全体が高等教育機関での学びを積極的に支援する

とともに、採用時や処遇について適正に評価することが求められる。そのためには、

新卒一括採用や年功序列等の企業の雇用慣行にも変化が求められる。 

 

○ 大学が国際グローバル化していくためには、留学生の受入れに特化した教育プログ

ラムから脱却し、日本人学生・留学生・社会人学生等が共に学び、多様な価値観の中

で切磋琢磨することにより、新たな価値を創造することを促すような、真にグローバ

ルな教育プログラムを提供するための全学的な体制を整備するとともに、学部段階に

おける優秀な留学生の受入れや多様な国・地域からの留学生の受入れを推進すること

が求められる。 

そのために、各大学は、自らの強みや特色を踏まえ、様々なニーズを持つ諸外国の

留学生の動向を分析し、より優秀な留学生を引き付けることができる教育環境・体制

を整備していくことが必要である。 

さらに、高度外国人材としての留学生の我が国への定着を促進するためには、今後

は英語での授業科目を充実するのみならず、留学生が日本語能力を修得できるような

環境の整備を図ることが重要である。 

 

○ また、国際競争の激しい高等教育の世界において、我が国の高等教育機関が魅力を

高めていくためには、我が国の学位等が示す教育のレベル等についての国際通用性の

確保やアジア各国を中心に日本の高等教育へのニーズが高い国に対する国際展開を促

進するような制度を整備する。 

 

 

＜具体的な方策＞     
リカレント教育の充実    

○ 大学等において、実践的・専門的なリカレント・プログラムの充実を図るため、

産学が連携し、「地域連携プラットフォーム（仮称）」（p.24）の活用も視野に入れつ
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つ、てプログラムの改善・充実を推進する体制を整備する。 
 

○ より短期の実践的・専門的なプログラムの認定制度の創設に向けて、履修証明制

度について、総授業時間数120時間以上という現行規定を見直し、60時間以上とす

る。また、社会的認知・評価を高めるための取組と併せて、一定の条件の下で、履

修証明プログラム全体に対する単位授与を可能とし、単位累積加算制度にも活用で

きるようにすることを検討する。 
 

○ 学位課程での学位取得を目指す中で、副専攻プログラムのように一定のまとまり

のある学位課程の一部を修了した場合にも学修証明を出すことができる旨を制度上

位置付けることを検討する。 
 

○ 放送大学や通信教育、MOOC等の一層の活用方策を検討する。 
 

○ 教員経験はなくとも豊富な知識や技術、実務経験を有する人材向けの研修プログ

ラムを開発・実施することにより質の高い実務家教員の確保を図るとともに、当該

研修修了者の大学等へのマッチングを行う仕組みを構築する。また、実務経験のあ

る家教員に対する体系的なファカルティ・ディベロップメント（FD）の実施の在り

方を検討する。 
 

○ 多様な課題を抱える社会人・企業等が高等教育機関のプログラムに関する情報へ

効果的にアクセスできる仕組みを検討する。 
 

○ 関係省庁とも連携して、経済的な支援制度の利用促進を図る。 

 

留学生交流の推進 
○ 優秀な留学生を獲得するために、日本語教育や卒業後の就職機会も含めた日本留学

情報を発信する海外拠点の構築や、渡日前の入学許可実施に向けた留学生の共通試

験としての「日本留学試験」の海外での利用促進、大学における日本語準備教育

（ファウンデーションコース）の設置を推進する。 
 

○ 高度外国人材としての留学生の我が国への定着を促進するため、産学官コンソー

シアムで取り組まれている留学生の就職促進のプログラムの成果の横展開や、日本

での就職を目指す留学生へのインセンティブとなるよう奨学金の重点化を進める。 
 

○ 我が国の大学等への入学を希望する留学生や帰国子女等の受入れを推進していく

上で、法令上の大学入学資格が障害となり、受入れを諦めざるを得ない事例があ

る。大学の国際化に対応するため、大学入学資格の一部を見直す※。 
 

 （※）18歳にならないと大学入学資格が認められない年齢要件の一部撤廃、外国に

おける12年未満の高校相当の教育課程の追加指定を推進 

 

学位等の国際通用性の確保    
○ 日本の学位と外国の学位との国際通用性を確保するため、日本の高等教育の仕組み

や学位等の種類などについて翻訳の際の基準となるような英語表記を整理する。ユ

ネスコの枠組みの下で採択した「高等教育の資格の承認に関するアジア＝太平洋地
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域規約」の締結を受け、国内情報センター（National Information Centre: NIC）

を設立する。 
 

○ 日本における学士の学位の名称が約700種類にまで増加していることから、学位を

見て「大学で何を学んだのか」が明確に分かるような名称とすること、英文表記とし

て「Bachelor of （学術的に広く認知されている分野の名称）in（現在付記している

名称）」とすることを国が推奨する。 

 

   高等教育機関の国際展開 
       ○ 海外校の設置における、校地・校舎の自己所有原則の運用改善等や、単位互換や転入

学・編入学を含む学位プログラムを日本の大学と連携して提供する海外の大学との協力促

進等の多様な形態による大学の海外展開を促進する。 

 

 

（多様で質の高い教育プログラム） 

○ 各大学等が多様な教育プログラムの提供を実現するため、時代の変化に応じ、従来

の学部・研究科等の組織の枠を越えて、迅速かつ柔軟なプログラム編成ができるよう

にすることが必要である。これにより、例えば学部・研究科等の組織の枠を越えて幅

広い分野から文理横断的なプログラムの編成等が可能となる。 

その際、適正な履修ガイダンスを前提として、学生が、所属する学部・研究科等の

組織を越えて、幅広い授業科目の中から柔軟に選択できるようにするなど、学生の視

点から履修の幅を広げるような取組も重要である。 

 

○ また、複数の大学等の人的・物的リソースを効果的に共有することで、一つの大学

では成し得ない多様な教育プログラムを提供することができるよう、単位互換等の制

度や運用の改善を行うことも必要である。 

 

○ 今後の社会の変化に対応するためには、数理・データサイエンス等を含めたSTEAM

教育と呼ばれる基盤的リテラシーを、文理の枠を越えて共通に身に付けることが必要

である。しかし、数理・データサイエンス等の教員は全国的に不足しており、教員の

専任制の緩和や、e-learningのみで単位が取得できるようにするなどにより、柔軟に

教育プログラムが提供できるよう検討することも必要である。 
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＜具体的な方策＞ 
学部、研究科等の組織の枠を越えた学位プログラムの実現【再掲】   

○ 大学には、教員と学生が所属する学部等の組織を置くこととされているが、大学が

機動性を発揮して学部横断的な教育に積極的に取り組むことができるよう「学部、

研究科等の組織の枠を越えた学位プログラム」を新たな類型として設置可能とす

る。 
 

○ 特に工学分野において、学部等全体で教員編制や学生の定員管理を行い、複数の

専攻分野を組み合わせた教育課程の編成を促進するための制度改正を先行して実施

する。 

 

単位互換制度と「自ら開設」の原則との関係 
○ 単位互換の際にも自大学で同等性のある科目が必要であるということと、全ての

科目を自大学で開設するという設置基準上の原則がある。単位互換制度を積極的に

活用することにより、複数大学間で教育資源の共有が進むよう、各大学の解釈や運

用で行われてきたことについて、基本的な考え方を改めて明示する。 

 
教員は一つの大学に限り専任となる原則 

○ 上記の「学部等の組織の枠を越えた学位プログラム」を設置した場合等に、複数

の学部間での教員の共有を円滑に進めるため、教員を一つの学部に限り専任教員と

してカウントする運用の緩和を検討する。 
 

○ 将来的には、複数大学間でクロスアポイントメントを活用して教員を共有して活

用する方向性も検討する。 

 

 
 

（多様性を受け止めるガバナンス） 

○ 今後、高等教育機関の中に「多様な価値観が集まるキャンパス」を実現していくた

めには、大学内、大学を越えて人材や資源を結集する必要があり、それを支えるガバ

ナンスが重要である。 

 

○ 近年、大学運営における学長のリーダーシップの確立等のガバナンス改革を促進す

るため、教授会の役割の明確化、副学長の職務の変更や監事の権限強化等の制度改正

が行われたが、今後は、各大学で制度改正の趣旨を踏まえ、学内で実質化していくこ

とが求められている。 

 

○ 複数の大学等の人的・物的リソースを効果的に共有できるよう、一法人一大学とな

っている国立大学の在り方の見直し、私立大学における学部単位等での事業譲渡の円
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滑化、国公私立の枠組みを越えて大学等の連携や機能分担を促進する制度の創設な

ど、定員割れや赤字経営の大学の救済とならないよう配意しつつ、大学等の連携・統

合を円滑に進めることができる仕組みや、これらの取組を推進するための支援体制の

構築など実効性を高める方策について検討することが必要である。 

 

○ 学外の教員や実務家など多様な人的資源を活用し、多様な年齢層の多様なニーズを持

つ学生を受け入れていくためにはとすれば、高等教育機関は、他の機関や、関係する

産業界、地域の地方公共団体などと連携し、必要とされる教育研究分野、求人の状

況、教員や学生の相互交流などについて、恒常的に意思疎通を図るような体制として

「地域連携プラットフォーム（仮称）」を構築することが必要である。 

 

○ また、多様な人材の活用によって大学等の経営力を強化していく観点に加え、高等

教育機関は、客観的・複眼的な外部からの意見を反映することで、運営の透明性を確

保し、社会への説明責任を果たしていくことが必要であり、そのために学外理事を少

なくとも複数名置くことが求められる。 

 

＜具体的な方策＞ 
大学等の連携・統合の可能性   

１．国立大学の一法人複数大学制の導入 
○ 一法人複数大学制の導入に向けて、 

・法人の長と学長の役割分担と選考の在り方 

・理事（役員会）・監事・経営協議会・教育研究評議会の在り方 

・中期目標・中期計画・評価の在り方 

・一法人複数大学を導入した法人における特例措置 

などについて検討する。 

 

２．私立大学の連携・統合の円滑化に向けた方策 
 

○ 各学校法人のが自主的な判断の下、その強みを活かし、弱みを補い合うために行

う連携・統合について、建学の精神の継承に配慮しつつ、支援する。 
 

○ 高等教育の質保証に十分留意しつつ、設置認可の仕組みについては基本的に枠組

みを維持しながら、申請に必要な書類の精選等私立大学の学部単位等での事業譲渡

の円滑化の方策を検討する。 
 

○ 新たな財務指標を設定し、法人の自主的な経営改善を一層推進するとともに、経

営改善に向けた指導を強化し、資金ショートの恐れを含む経営困難な場合に、撤退

を含む早期の適切な経営判断を促す指導を実施する。 
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３．国公私立の枠組みを越えた連携の仕組み 
○ 国公私立の設置形態の枠組みを越えて、大学等の機能の分担及び教育研究や事務

の連携を進めるなど、各大学の強みを活かした連携を可能とする制度（大学等連

携推進法人（仮称））の導入に向けて検討する。その際、連携を推進する制度的な

見直し（例えば、単位互換制度に関連して全ての科目を自大学で開設するという

設置基準の緩和や、教員が一つの大学に限り専任としてカウントされるという設

置基準の緩和 等）も併せて検討する。なお、定員割れや赤字経営の大学の救済

とならないよう配意するとともに、質の保証を図りつつ、大学間の連携が進むよ

う留意する。 

 
複数の高等教育機関、産業界、地方公共団体との恒常的な連携体制の構築 

○ 複数の高等教育機関と地方公共団体、産業界とが恒常的に連携を行うための体制と

して「地域連携プラットフォーム（仮称）」の構築を進めるとともに、「地域連携プ

ラットフォーム（仮称）」において議論すべき事項について、国による「ガイドライ

ン」策定を検討する。 

 

学外理事の登用促進 
○ 広報、寄附金等の外部資金獲得、地域貢献など、学外理事に期待する役割を明確

化した上で、それに則した人材として、学外理事を少なくとも複数名置くことを求

める。 

 

 

 

（大学の強みの強化） 

○ 「将来像答申」では、大学が有する七つの機能（※）を示し、各々の大学は、自ら

の選択に基づき、これらの機能の一部分を併有し、保有する幾つかの機能の間の比重

の置き方の違いに基づいて、緩やかに機能別に分化していくという将来像を描いた。 
 

（※）大学が併有する各種の機能の例【再掲】 

１．世界的研究・教育拠点、２．高度専門職業人養成、３．幅広い職業人養

成、４．総合的教養教育、５．特定の専門的分野（芸術、体育等）の教育・研

究、６．地域の生涯学習機会の拠点、７．社会貢献機能（地域貢献、産学官連

携、国際交流等） 

 

○ 「将来像答申」で提示した機能別分化の考え方は、大学の多様性を踏まえたもので

あり、これからも維持していくべきものと考える。一方で、各大学においては、「将来

像答申」以降の社会全体の急速な変化や18歳人口の減少を踏まえるとともに、将来の
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更なる変化を見据え、大学が選択する機能と、その比重の置き方について改めて見直

すことにより、自らの強みや特色を意識した上で、将来の発展の方向性を考えていく

ことが重要である。 

ただし、学術の中心・知の拠点たる大学は、現時点の「強み」の維持・強化に留ま

ることなく、不断の大学改革により、新たな「強み」を持続的に生み出していくとと

ともに、時代の社会を牽引するような新たな価値を創造することが期待されている。 

大学として「強み」や「特色」を明確にした上で、それらを伸ばしていくために、

大学間の連携・統合を進めていくことも一つの方策である。 

なお、私立大学については、大学としての公共性があることを前提としつつ、創設

者の理念に基づく建学の精神を踏まえた「強み」や「特色」を考えていく必要があ

る。 

 

○ 機能の選択と比重の置き方を考えるに際して、人材養成の観点から各機能を分かり

やすく集約し、大学として中軸となる「強み」や「特色」をより明確にしていくこと

も考えられる。その際、観点は各大学の基本的な機能を示したものであり、そこに各

大学がどのような価値を付加していくのか、ということがより重要である。 
 

【参考】人材養成の三つの観点（例） 

・世界を牽引する人材を養成（卓越した専門分野の研究に基づき、俯瞰力や

独創力を備えた我が国と世界を牽引する人材） 

・高度な教養と専門性を備えた先導的な人材を養成（各専門分野において高

い価値の創出を先導する人材） 

・具体の職業やスキルを意識した教育を行い、高い実務能力を備えた人材を

養成（立地している地域の産業活性化や個別のニーズにきめ細やかに対応

できる高い実務能力を備えた人材） 
 

これらの三つの観点も踏まえつつ、各大学の役割・機能の明確化・特色化を加速す

る改革を促す。 

 

○ 大学として中軸となる「強み」や「特色」を明確にすることは重要であるが、一方

で、大学には多様性があり、一つの枠組みで大学の全てを包括することはできないこ

とにも留意する。学内においては、学部や研究科など、各々の「強み」や「特色」を

再確認することも必要である。 
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○ 短期大学、高等専門学校、専門学校においても、中軸となる「強み」や「特色」を意

識し、より分かりやすい発信が必要である。 

 

○ 人材養成の観点については、学修者の目線で考えた場合も、学修者が自らの将来を描

き、学びを進めていくために、各大学が養成する人材像をより分かりやすく提示して

いくとの点から望ましい。また、国としても将来の日本を支える人材像を明確にして

いく点で有効である。また、この枠組みは学修者に留まらず、大学外（企業、地方自

治体、高校等の生徒・保護者）から大学が理解を得、支援を受け、大学外との連携を

強めていく上でも重要なツールになり得る。 

 

○ 加えて、こうした枠組みで大学の人材養成の在り方を捉え直すことによって、授業を

担当している教員自身の研究テーマに過度に限定された授業科目とそれに基づく教育

課程の編成を見直し、人材養成目的を達成し得る科目配置とそれに必要な担当教員の

確保を含めて、大学教育の在り方を学修者本位に見直す契機となる。  
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３．教育の質の保証と情報公表  
 

○ 大学への進学率が50％を超えるユニバーサル段階においては、大学教育の機能は、

エリートや社会の指導者層の養成だけではなく、産業社会に適応し得る全国民の育成

へと広がっていくと言われている。進学率が上昇し、大学に入学する学生の裾野が広

がっていく過程において、かつての少数エリートが通っていた時代の大学と比較して

教育の質の変化を懸念する声が出てくるのは、世界共通の現象とも言える。しかしな

がら、できるだけ多くの人材が高等教育機関で学ぶことは重要なことであり、高等教

育機関は、修了時の学修者の「伸び」を意識した質の向上を図っていく必要がある。 

 

○ 我が国の大学については、上記のような高等教育の大衆化に伴う問題を前提とした

としても、教育の質を保証するための取組は不十分と言わざるを得ない。例えば、大

学設置基準における単位の考え方からすれば、週48時間の学修が必要な計算（※）も

できるが、国立教育政策研究所の調査によれば、大学1、2年生の授業出席時間の平均

は約20時間、予習・復習の時間の平均は約５時間に留まっており、授業以外の学修時

間が非常に短い。そして、この数字は過去の同様の調査と比較しても改善されておら

ず、例えば授業以外の学修時間が11時間以上とする大学１年生が５割を越える米国等

海外の大学（※）と比較しても学修時間が短いという指摘がある。 
 

（※）卒業要件124単位、1単位45時間（授業1時間＋関連する学修2時間）とした

場合。 

（※）NSSE（The National Survey of Student Engagement）2007 

 

○ 大学教育の質の保証については、これまでも累次の中央教育審議会等の答申で提言

が行われ、文部科学省の事業を活用するなどして積極的に改善の努力を行っている大

学があるのも事実であるが、こうした大学と改善の努力が不十分な大学とに二極化し

ているのではないかという指摘もあり、大学全体として十分な信頼が得られていると

は言い難い。 

こうした状況について、社会からの説明を求める声が厳しくなってくるのは当然で

ある。諸外国においても、大学進学率が上昇し、高等教育を受ける学生が増加するほ

ど、公費を投入するに値する質の教育を行っているのか、アカウンタビリティーが求

められるようになっている。 
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○ このため、各大学において、「学位プログラム」レベルのみならず、全学的な内部質

保証を促進するため、教学面での改善・改革に係る取組を促すなど、国として教学マ

ネジメントの確立を一層進める必要がある。教学マネジメントの確立に当たっては、

個別の教育改革に係る手法を効果的に活用しつつ、各大学が学長のリーダーシップの

下で、「三つの方針（ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッショ

ン・ポリシー）」に基づく体系的で組織的な大学教育を、学位を与える課程（プログラ

ム）共通の考え方や尺度（アセスメント・ポリシー）を踏まえた適切なPDCAなど点

検・評価を通じた不断の改善に取り組むことが必要である。 

特に、カリキュラムの策定に当たっては、ディプロマ・ポリシーとカリキュラムの

整合性や体系性を確保できるよう、米国等で配置されているアカデミックオフィサー

等も参考に、全学横断的にカリキュラムを検討するために必要な体制やガバナンスを

整備することが重要である。 

 

○ 大学と社会との関係については、世界の歴史の中で様々な相克があり、その在り方

は一様ではないが、大学がその研究成果と教育を通して社会の発展に貢献する責任を

果たすことについては、大学関係者の間でも共通の理解があるものと考えられる。社

会の発展に貢献するために、例えば学術研究の対象については、社会の要請だけでは

なく多様な教員の多様な関心に基づいて選択していくことが重要な側面もあるが、い

ずれにしても教育の質については大学が自ら責任を持って保証し、第三者の評価を受

け、その成果を社会に対して積極的に情報公表していくことが必要である。 

 

○ そのような社会に貢献する大学の姿に国民の理解が広がり、多様な投資や民間からの

寄附が行われて、社会から支えられる大学になっていく、という好循環を生み出さな

ければならない。こうした観点から、質の保証をより一層確保するために、 

・全学的な教学マネジメントの確立とその前提としての学修成果の可視化、 

・設置基準等の見直しを含む入り口での設置認可と恒常的な情報公表・認証評価制

度の改善、 

が必要である。また、大学の基本的な情報について、各大学が積極的に公表するとと

もに、社会が理解しやすいよう、一括して公表することも検討すべきである。 

 

○ 教育の質の保証や情報公表に真摯に取り組まない大学は、社会からの厳しい評価を受

けることとなり、その結果として撤退する事態があり得ることも覚悟しなければなら

ない。 
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○ なお、高等教育機関が質の保証の取組を進めることと同時に、産業界においては、採

用プロセスに当たり、「求める人材」のイメージや技能を具体的に示していくことや、

大学が示す可視化された学修成果の情報を選考活動において積極的に活用するととも

に、大学等における学修成果を重視しているとのメッセージを学生に対して積極的に

発信することが求められる。 

 

  ＜具体的な方策＞ 
 

教学マネジメントの確立 
 

○ 各大学は、自ら設定した「三つの方針（ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポ

リシー、アドミッション・ポリシー）」に基づく教育について、その成果を評価する

ための質的水準や具体的な実施方法などを定めた（アセスメント・ポリシー）を策

定・活用し、自己点検・評価を実施した上で、教育の改善・改革に繋げることが重要

である。このようなPDCAサイクルは、大学全体、学位プログラム、個々の授業科目

のそれぞれの単位で有効に機能している必要がある。 
 

○ その上で、各大学の教学面での改善・改革に係る取組を促していくために、必要な

制度改正に加え、各大学における取組に際してどのような点に留意しどのような点か

ら充実を図っていくべきかなどを網羅的にまとめた教学マネジメントに係る指針を、

大学関係者が参画する大学分科会の下で作成し、各大学へ示す。 

 
 

【参考】教学マネジメント指針に盛り込むべき事項の例 

・カリキュラム編成の高度化、アクティブラーニングやICTを活用した教育の促進 

・柔軟な学事暦の活用、主専攻・副専攻の活用、履修単位の上限設定（CAP制）の

適切な運用、履修指導体制の確立、シラバスにおいて標準的に期待される記載事項

の提示、成績評価基準の適切な運用、学生個人の学修成果の把握、学修時間の確保

と把握、学生による授業評価 

・スタッフ・ディベロップメントの高度化、ファカルティ・ディベロップメントの

高度化 

・教学IR体制の確立 

・情報公表の項目や内容等に係る解説 等 

 

情報公表 
○ 教学マネジメントの確立に当たっては、学生の学修成果に関する情報を的確に把

握・測定し、教育活動の見直し等に適切に活用する。また、各大学が地域社会や企業

等の大学の外部からの声や期待を意識し、積極的に説明責任を果たしていくという観

点からも、大学全体の教育成果の可視化の取組を促進し、公表する。 
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○ また、学修成果や教育成果の可視化に留まらず、大学教育の質の向上に係る情報を

積極的に把握・公表していくことが重要である。学修成果や教育成果の可視化に係る

情報と併せて、情報によっては大学に新たに義務付けしたり、取組の参考となるよう

把握や活用の在り方等について教学マネジメント指針の中に提示したりするなど、情

報公表を促進する。 
 

【参考①】把握・公表の義務付けが考えられる情報の例 

（学修成果・教育成果の可視化に係る情報） 

・単位の取得状況、学位の取得状況、進路の検討状況等の卒業後の状況（進学

率や就職率など）、学修時間、学生の成長実感・満足度、学生の学修に対する

意欲 等 

（大学教育の質に係る情報） 

・入学者選抜の状況、修業年限期間内に卒業する学生の割合、留年率、中途退

学率、教員一人当たりの学生数、学事暦の柔軟化の状況、履修単位の登録上

限設定の状況、授業の方法や内容・授業計画（シラバスの内容）、早期卒業や

大学院への飛び入学の状況、FD・SDの実施状況 等 
 

 【参考②】把握や活用、公表の在り方について一定の指針を示すことが考えられる

情報の例 

（学修成果・教育成果の可視化に関する情報） 

・アセスメントテストの結果、TOEICやTOEFL等の学外試験のスコア、資格取

得や受賞、表彰歴等の状況、卒業論文・卒業研究の水準、留学率、卒業生に

対する評価 等 

 

（大学教育の質に係る情報） 

・ナンバリングの実施状況、履修系統図の活用状況、GPAの活用状況、IRの整

備状況、教員の業績評価の状況 等 

 
 

○ 上記の学修成果や教育成果の可視化や大学教育の質に係る情報に加えて、経営状況

等も含めた各大学の基本的な情報について、当該大学のみならず社会全体が効果的に

活用することができるよう、全国的な学生調査や大学調査を通じて、整理し、比較で

きるよう一覧化する機能を設けることを検討する。 
 

認証評価制度の在り方   
○ 認証評価制度は、大学設置後の状況について当該大学以外の第三者が客観的な立場

から継続的に評価を行うものであり、大学全体としての教育の質を保証するため、よ

り効率的・効果的で実質的な改善に繋がる評価となるよう、以下の方策を検討する。 
 

・ 認証評価機関は、自己評価書の記載内容の見直しや他の評価等の活用により効率的

に認証評価を実施するとともに、大学の優れた取組や改善点を積極的に評価結果に記

載し、特色ある教育研究活動を積極的に発信する。 
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・ 認証評価機関は、評価結果において自らが定める大学評価基準に適合しているか

否かの認定をする。 
 

・ 受審期間を見直す（機関別認証評価と分野別認証評価を揃える。大学評価基準に

適合していないと認定された場合は受審期間を一時的に短くする 等）。 
 

・ 内部質保証がしっかり機能しているか否かの確認を行うため、認証評価機関は、今

後、学修成果や教育成果等に関する情報公表が各大学に義務付けられた際には、共通

の定義に基づいて整理された各大学における学修成果や教育成果等のデータを相対的

に活用し、人材育成目的や規模が近い大学同士の比較や、経年比較による改善状況の

確認をする。 

また、教学マネジメントに係る指針や情報公表の仕組みが整備された際には、積極

的に活用していくことを検討する。 
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４．18歳人口の減少を踏まえた大学の規模や地域配置  
 

○ これまで述べてきたように、将来の社会の変化を見据えて「多様な価値観が集まる

キャンパス」を目指していくためには、高等教育機関が一定の規模を確保していくこ

とが必要となるが、我が国においては、これを急速に進む少子化の中で実現しなけれ

ばならない。その将来像を描くに当たっては、現在の進学動向などを正確に把握する

とともに、将来の進学動向の推計について具体的な形で「見える化」することが重要

である。 

 

（学士課程への進学者数の増加） 

○ 大学への主たる進学者である18歳人口は平成４（1992）年の約205万人をピークに

減少を続け、平成21（2009）年頃からは約120万人前後で推移しており、現在は約

118万人にまで減少している。一方で、この間に大学進学率は右上がりに上昇し、平成

４（1992）年には26.4％であったのが現在は52.6％となっており、これに伴い、大学

進学者数も平成４年（1992）年の約54万人から現在は約63万人にまで増加してい

る。特に、近年は女性の進学率の上昇幅が大きく、ここ10年間で40.6％（平成19

（2007）年度）から49.1％（平成29（2017）年度）へ大きく上昇している。これに応

じて、短期大学からの転換も含め四年制大学の数も増加している。より多くの高等学

校卒業者が大学進学を希望し、大学教育の裾野が広がっていくことは学生・社会にと

って望ましく、社会の発展と安定に不可欠な極めて厚い中間層の形成にも寄与してい

る一方で、大学教育全体で見た場合に教育の質の低下を懸念する声がある。 

 

（地方における教育機会） 

○ 全体としての学生数が増加する一方で、定員割れの大学が４割に増加した。我が国

の高等教育機関については、私立大学が多く、かつ、小規模な大学等が多いのが特徴

であり、特に小規模な大学が多い地方において学生確保が厳しくなっているが、地方

に所在する大学は、その多くが地域で活躍する人材の育成の拠点となっているととも

に、地域の知的基盤としての様々な役割を果たしており、今後とも、地方の学生のニ

ーズに応える質の高い教育機会を確保していくことが重要である。少子化は、経営面

で厳しい影響を及ぼすことは確かであるが、一方で少人数教育によって教育の質を高

めることが可能とも言え、経営改善に留意しつつ、各高等教育機関における積極的な

取組を促すことも必要である。 
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（大学進学者数の推計） 

○ 国立社会保障・人口問題研究所の推計によれば、現在約120万人の18歳人口が、

2030年には103万人、2040年には88万人に減少すると試算されている。 

本部会が発足するに当たり、国立教育政策研究所においては、平成26（2014）年度

までに生まれた者の数、小中学校等の各学年の在籍者数などを基に、18年後すなわち

2032年の18歳人口を都道府県別に推計した。 

この推計によれば、各都道府県における大学進学率が平成27（2015）年（推計当

時）と同率のまま推移すると仮定した場合、2032年の大学への進学者数は現在の約

85％となる。 

また、本部会においては、過去４年間（平成26（2014）～平成29（2017）年度）の

都道府県別・男女別の大学進学率の伸び率を基に2040年の大学進学率を推計（※）し

た。 

この推計によれば、2040年の大学進学率は57.4％となり、平成29（2017）年と比較

すると4.8ポイント増加することとなった。一方で、今後18歳人口が再び減少局面に

突入することを反映し、大学進学者数は2040年には約51万人となり、平成29

（2017）年と比較すると約12万人減少し、現在の約80％の規模となることが見込まれ

る。 
 

（※）進学率の上昇が著しい県では、男性は＋５ポイントを上限とし、女性は同県の

男性の進学率の同値を上限として推計。また、進学率の伸び率がマイナスの場

合は平成29（2017）年度の大学進学率が今後維持されると仮定。 
 

（※）平成30年２月21日将来構想部会（第13回 資料２より） 
 

 http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/042/siryo/__icsFiles/afieldfile/20
18/03/08/1401754_03.pdf（資料２） 

 

（都道府県別の進学動向と学部の配置状況） 

○ 本部会においては、全国的なデータだけでなく、各地域において将来推計がどうな

るのか、それぞれの高等教育機関にどのようなインパクトがあるのかを可視化する観

点から、都道府県別に、平成29（2017）年現在の大学進学者数、進学率、国公私別の

大学数と入学定員、さらには大学進学時における自県内外への流出入の状況等を示し

た上で、2040年の都道府県における大学への進学者数、入学者数、定員充足率の国公

私別の推計も併せて提示（※）した。 
 



 
 

35 

（※）平成30年２月21日将来構想部会（第13回 資料２ ９頁～） 

 http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/042/siryo/__icsFiles/afieldfile/20
18/03/08/1401754_03.pdf（資料２） 

 

○ このデータから、都道府県ごとに、平成29（2017）年度現在の入学定員の実績値と

2040年度の入学者数の推計値とを比較することにより、仮に、現在の定員規模を維持

した場合の2040年に不足する入学者数を国公私別に算出することができる。この数字

は、機械的に算出したものであるが、個々の大学が今後の定員の在り方を検討する上

での基本的なデータとなる。もちろん、今後、18歳で入学する伝統的な学生だけでな

く、多様な年齢層の学生を受け入れていくことにより、必ずしも推計どおりの定員削

減が必要となるとは限らない。しかしながら、大きなシェアを占める18歳での入学者

数の推計と、分野の違いを含めた大学の配置状況を可能な限り分かりやすく可視化し

ておくことは、各高等教育機関が他の機関との連携・統合を含めた将来の組織改編等

の戦略を立てていく上でも重要と考えられる。このため、本部会では数字だけではな

く、地理的な学部の配置状況や設置されている学部の分野が分かるよう、各都道府県

の地図上にマッピングした。 

 

（国が提示する将来像と地域で描く将来像） 

○ 平成17（2005）年の「将来像答申」では、「高等教育計画の策定と各種規制」の時代

から「将来像の提示と政策誘導」の時代への移行という考えを示した。人口減少がよ

り急速に進むこれからの20年間においては、地方における質の高い教育機会の確保が

大きな課題となる。特に、産業形態が一極集中型から遠隔分散型へとパラダイムシフトす

る想定の中では、地方における高い能力を持った人材の育成に期待がかかっている。これ

は教育界だけの課題ではなく、産業界を含めた地方そのものの発展とも密接に関連す

る課題である。そういう意味では、高等教育の将来像を国が示すだけではなく、それ

ぞれの地域において、高等教育機関が産業界や地方公共団体を巻き込んで、それぞれ

の将来像が議論されるべき時代を迎えていると考えられる。 

 

○ 地域で高等教育の将来像を描く場合には、その地域の単位が問題となる。都道府県

なのか、より広域なエリアなのか、都市圏、都市に隣接する地域、地方などの特性に

より地域によって様々なのか、今後、地域の関係者とともに、引き続き検討していく

ことが必要である。いずれにせよ、地域の高等教育機関が、産業界や地方公共団体と

ともに将来像の議論や具体的な交流等の方策について議論する「地域連携プラットフ



 
 

36 

ォーム（仮称）」を構築するための具体的な仕組みについても検討していくことが必要

である。 

 

○ 地域における将来像を描く際は、各地域の立地条件や産業状況、歴史的背景など特

有の事情を考慮する必要があり、国が直接関与することは非常に困難である。一方

で、議論の前提としての各種データの網羅的な収集・整備、地域間での連携プラット

フォーム（仮称）の構築への関与、連携・統合の仕組みの制度的整備などは国が担う

べき役割である。 

 

 

＜具体的な方策＞ 
複数の高等教育機関、産業界、地方公共団体との恒常的な連携体制の構築【再掲】 

○ 複数の高等教育機関と地方公共団体、産業界が恒常的に連携を行うための体制と

して「地域連携プラットフォーム（仮称）の構築を進めるとともに、「地域連携プ

ラットフォーム（仮称）」において議論すべき事項について、国による「ガイドラ

イン」策定を検討する。 
 

 

国公私立の枠組みを越えた連携の仕組み【再掲】 
○ 国公私立の設置形態の枠組みを越えて、大学等の機能の分担及び教育研究や事務

の連携を進めるなど、各大学の強みを活かした連携を可能とする制度（大学等連

携推進法人（仮称））の導入に向けて検討する。その際、連携を推進する制度的な

見直し（例えば、単位互換制度に関連して「自ら開設」制度の緩和や、教員が一

つの大学に限り専任となる原則の緩和 等）も併せて検討する。なお、定員割れ

や赤字経営の大学の救済とならないよう配意するとともに、質の保証を図りつ

つ、大学間の連携が進むよう留意する。 
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５．各高等教育機関の役割等  

 

（各学校種等における特有の検討課題、高等教育機関全体の相互の接続関係等） 

○ これまでの論点は、概ね各学校種に共通する課題について述べたものであるが、短

期大学、高等専門学校、専門学校それぞれの学校種、あるいは大学院について特有の

検討課題や、新たに制度化された専門職大学・専門職短期大学を含めて、高等教育機

関全体の相互の接続関係の在り方については、以下のとおり整理できる。 

なお、今後は、大学院における特有の検討課題について引き続き議論するととも

に、国公私の設置者別の役割分担などについても、検討する必要がある。 

 

（専門職大学・専門職短期大学） 

○ 専門職大学・専門職短期大学は、平成31（2019）年度から開設予定であり、理論に

も裏付けられた高度な実践力を強みとして専門業務を牽引でき、かつ、変化に対応し

新たな価値を創造できる人材を育成するため、産業界と密接に連携して教育を行う新

たな高等教育機関として期待されている。 

また、既存の大学・短期大学が、専門職学部や専門職学科を設置することも可能であ

り、各大学は自らの人材養成の目的を明確にし、強みや特色を踏まえる中で、その必

要に応じて専門職学部等への転換も期待されている。 

 

（短期大学） 

○ 短期大学は、全国に幅広く分布しているが、４割以上が中核市よりも人口規模が小

さい地方都市に設置され、自県内入学率・就職率ともに約７割に上るなど地方の進学

機会の確保に重要な役割を果たしている。女子学生の教育にも大きな役割を果たすと

ともに、幅広い教養を踏まえて職業又は実際生活に必要な能力を育成する教育を行っ

ており、幼稚園教諭、保育士、看護師、栄養士、介護人材等の多様な人材を養成して

きた。 

今後は、短期であることや地域でのアクセスの容易さといった強みを生かし、高齢

者も含めた社会人へのリカレント教育を通じた地域貢献などの役割も期待されるとこ

ろであり、地域に必要な高等教育機関として振興方策を検討することが必要である。 

また、2040年に向けては、短期高等教育機関として、大学制度における短期大学の

位置付けの再構築について検討することも必要である。 
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（高等専門学校） 

○ 高等専門学校は、中学校卒業後の15歳の学生を受入れ、５年一貫の実践的な技術者

教育を行う高等教育機関として、実践的・創造的な技術者の養成に大きく貢献してき

た。 

今後は、新たな産業を牽引する人材育成の強化、大学との連携など高専教育の高度

化、日本型高等専門学校制度の海外展開と一体的に我が国の高専教育の国際化を進め

ていくことにより、高等専門学校の機能強化を進めていくための振興方策について検

討が必要である。 

 

（専門学校） 

○ 専門学校は、社会・産業ニーズに即応しつつ多様な教育を柔軟に展開して、実践的

な職業教育を実施している。高等教育機関全体の中では、大学に次ぐ学生数を受け入

れており、地域密着型の高等教育機関として、地方の道県でも高い進学率となってい

る。留学生や社会人の受入れも多く、また、平成26（2014）年度からは、企業等と連

携してより実践的な職業教育に取り組む「職業実践専門課程」の認定制度が開始さ

れ、約３割の学校が取組を進めている。 

今後は、地域等での産学連携による職業教育機能の強化や留学生の積極的な受入れ、

リカレントにも大きな役割が期待され、地域に必要な高等教育機関として、その振興

方策について検討が必要である。 

 

（大学院） 

○ 大学院には、世界や日本社会全体の構造が大きく変化する中、Society5.0に向け

て、高度な専門的知識と倫理観を基礎に自ら考え行動し、新たな知及びそれに基づく

価値を創造し、グローバルに活躍し未来を牽引する「知のプロフェッショナル」の育

成が期待されている。 

 

○ 特に博士課程においては、新たな知の創造と活用を主導する高度な「知のプロフェッ

ショナル」の養成が求められており、これまでの政策により蓄積された人材や研究の

強みを活かし、民間企業や海外のトップ大学との連携等により、世界最高水準の教育

力と研究力を備え、人材交流・協働研究のハブとなる卓越した大学院を形成していく

ことが必要である。 
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○ 一方で、若年人口の減少とともに優秀な日本人学生が博士課程（後期）に進学せず、

将来において国際競争力の地盤沈下をもたらしかねない深刻な課題が生じており、キ

ャリアパスの多様化や経済的支援を引き続き行っていくことが必要である。現在、大

学分科会の下に置かれた大学院部会においても、こうした大学院をめぐる課題につい

て、以下の内容について審議を行っている（※）。今後本部会として答申をまとめる際

には、これらの大学院部会の審議内容を反映していくこととする。 
 

（※）大学院部会での審議内容 

これまで、 

・ 「大学院の有する価値」；大学院の機能と「三つの方針」、大学院における

「三つの方針」の在り方、大学院修了者が身に付ける能力、大学院における

定員の在り方（恒常的な未充足や定員超過状態にある専攻の見直し、定員管

理の在り方など） 

・ 「優秀な人材の大学院への進学の促進」；入学者選抜の改善、情報発信・リ

クルーティング、経済的支援  

・ 「キャリアパスの多様化と活躍状況の可視化」；「大学」における「研究者

以外」の進路、博士課程・博士人材と企業との間のミスマッチ、博士人材の

活躍状況・処遇の把握・可視化、大学における博士人材のキャリア構築に係

る組織的支援、博士人材データベース（JGRAD）の本格的活用、人社系の博士

人材のキャリアパス多様化、企業等における博士人材の活用・処遇 

について審議を行ってきたところであり、今後は、大学院におけるリカレント教

育の在り方を含む「修士課程及び博士課程における教育の充実」や、「高度専門

職業人養成の充実」などについて議論を進めることとしている。 

 

○ 今回の中間まとめにおいて、2040年に向けた高等教育の課題と方向性を整理するに

当たって、 

・「何を学び、身に付けることができるのか」を中軸に据えた高等教育への転換 

・個々の教員の教育手法や研究を中心にシステムが構築されるのではなく、学修

者の「主体的な学び」の質を高めるシステムの構築 

・一つの機関での固定化された学びではなく、学修者が生涯学び続けられるため

の多様な仕組みと流動性を高める方策 

が必要である旨が盛り込まれており、大学院についてもこれらの視点に照らして必

要な取組が行われる必要がある。 

 

○ また、大学院生は、教員の研究指導を受けつつ、学位論文等を執筆するための研究

活動を行い、大学が行う研究プロジェクト等に、研究補助者として参画するなど、教
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育研究を一体不可分として行う大学全体の活性化の観点から重要な役割を有してお

り、学士課程の学生とは異なる性格を有している部分があることにも留意する必要が

ある。 

 

○ 大学院は、「創造性豊かな優れた研究・開発能力を持つ研究者等の養成」、「高度な専

門的知識・能力を持つ高度専門職業人の養成」、「確かな教育能力と研究能力を兼ね備

えた大学教員の養成」及び「知識基盤社会を高度に支える高度で知的な素養のある人

材の養成」という４つの人材養成機能を担っている一方で、現状においては、各大学

院が自らの「強み」や「特色」を踏まえて４つの機能が各々に選択され、比重が置か

れた上で、教育研究が展開されているとは必ずしも言えないという指摘がある。 

 

○ また、学修課題を複数の科目等を通して体系的に履修することで、関連する分野の

基礎的素養の涵養を図り、学際的な分野への対応能力を含めた専門的知識を活用・応

用する能力を培うコースワークについても、「博士課程教育リーディングプログラム」

等の施策の実施を通じ、着実に広がりは見せているものの、未だ取組が全国的に広が

っているとは言えず、課程制大学院の本旨に照らした実質化についても道半ばの状況

にある。 

 

○ 大学院において、こうした現状を改善し、2040年に向けた高等教育の課題と方向性

に照らした転換を図るためには、各大学院が４つの人材養成機能を踏まえつつ、人材

養成目的を明確に意識し、「学位授与の方針」から順次「教育課程編成の方針」、「入学

者受入れの方針」（三つの方針）を明確に設定すること、三つの方針に照らして、コー

スワークと研究指導を適切に組み合わせて行うことが前提として必要となる。また、

人材養成目的と課程（「修士課程」「博士課程（区分制・一貫制）」「専門職大学院の課

程」）との関係性についても、再点検を行うことが必要である。 

 

○ このため、国は、今後、「三つの方針」を出発点として、大学院の教育研究の充実を

図るために、その法令上の位置づけも含め、検討する必要がある。その際には、「２．

高等教育機関の教育研究体制」で触れられた学位プログラムや、大学間の連携の仕組

み等を、大学院においてどのように実現すべきかという点についても、併せて検討を

進めることが重要である。 

 

○ さらに、大学院におけるリカレント教育の在り方についても、大学院が、高度な専

門的知識・能力を持つ高度専門職業人を養成する役割を有していることから、真剣に

向き合う必要があり、高等教育全体のリカレント教育の在り方との関係を十分踏まえ

つつ、引き続き検討を進めていくことが必要である。 
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○ 一方、大学院固有の課題として、優秀な日本人学生が博士課程（後期）に進学せ

ず、将来において国際競争力の地盤沈下をもたらしかねない状況が生じているという

課題があげられる。 

 

○ こうした課題に対応するために、これまでもキャリアパスの多様化や経済的支援に

取り組んできたが、今後さらに、 

・各大学が、企業との人材獲得競争という意識を持って組織的・戦略的に学生に

対する情報発信や優秀な学生の獲得を図ること 

・文部科学省の経済的支援に関する施策について、学生の進学の意思決定のタイ

ミングを踏まえた制度設計を行うこと 

・博士課程・博士号取得者と企業との間のミスマッチを解消するための、教育内

容の見直しや、企業と大学との相互理解が進むような取組の促進 

・民間の取組も活用した、博士人材のキャリア構築に係る各大学における組織的

な支援 

・企業における博士号取得者の活用・処遇の改善 

等に取り組む必要があり、その具体的内容について引き続き検討していく必要があ

る。 

 

○ 今後本部会として答申をまとめる際には、こうした大学院部会の審議内容を反映し

ていくこととする。 
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６．答申に向けた検討課題  
 

○ 今回の中間まとめは、昨年３月に文部科学大臣から諮問があった４つの事項（※）

のうちの１から３に関するものである。４つ目の諮問事項については、教育研究を支

える基盤的経費、競争的資金の充実や配分の在り方、学生への経済的支援の充実など

教育費負担の在り方等について検討することとされており、政府における教育費負担

軽減の議論の動向も踏まえつつ、本部会において引き続き議論を行う。 
 

（※）平成29年３月６日の諮問「我が国の高等教育に関する将来構想について」にお

ける４つの諮問事項 

（１）各高等教育機関の機能の強化に向け早急に取り組むべき方策 

（２）変化への対応や価値の創造等を実現するための学修の質の向上に向けた制度

等の在り方 

（３）今後の高等教育全体の規模も視野に入れた、地域における質の高い高等教育

機会の確保の在り方 

（４）高等教育の改革を支える支援方策の在り方 

 

○ 諮問事項１から３までに関するもののうち、進学者数の減少局面を迎え、教育の質

を保証しつつ適正な規模を維持していくため、設置基準等の見直しを含む設置認可や

その審査の在り方と恒常的な情報公表・認証評価制度の改善、国公私の設置者別の役

割分担やそれを踏まえた規模の在り方、大学院教育の在り方や大学等における研究と

の関係などの項目を中心に、さらに議論を継続する。また、本部会の下に置かれた

「制度・教育改革ワーキンググループ」では、諮問事項のうち、特に制度面に関する

事項について議論を進めており、こちらも具体的な提言に向けて更に検討を進める。 

 

○ 2040年に向けた高等教育の将来像を提示し、ひいては我が国社会の持続的な成長・

発展と、一人一人の実りある生涯を実現できるよう、答申に向けて、引き続き精力的

に議論を重ねていくこととしたい。 

 

 


